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労働政策審議会職業安定分科会雇用保険部会報告書
（平成１６年１月８日 労働政策審議会職業安定分科会雇用保険部会）

（概要）

１ 見直しの必要性

○ 育児・介護休業制度の見直しに合わせ、新たに育児休業又は介護休業の対象

となる場合について、育児休業給付及び介護休業給付によって育児休業及び介

護休業を取得しやすくし、その後の円滑な職場復帰を援助、促進する必要性が

ある。

○ なお、改正に当たり 「雇用継続を援助・促進する」という、雇用保険制度の、

一環として制度化された制度本来の趣旨を十分踏まえるとともに、改正によっ

ても基本的に財政的に中立となるよう配慮する。

２ 見直しの方向

( ) 育児休業給付の給付期間の延長1

育児・介護休業法の改正による育児休業期間の延長に合わせて、保育所に入

れない等特別の事情がある場合に限り、育児休業給付の給付期間を最大１歳半

まで延長する。

( ) 介護休業給付の受給回数の見直し2

育児・介護休業法の改正により介護休業を取得できる回数の制限が緩和され

ること（現行：一の対象家族ごとに一回 → 改正案：要介護状態ごとに一回）

に合わせて、介護休業給付の受給回数を見直す。

( ) 期間雇用者の適切な取扱い3

育児・介護休業法の改正により期間雇用者に休業の権利が付与されることと

なるが、これに対応し、そのような者のうち「雇用継続を援助・促進する」と

いう、雇用保険制度として制度化された制度本来の趣旨に適う者について給付

が行われるよう必要な措置を講ずる。

( ) 端数期間の処理の見直し4

休業終了時の最後の支給対象期間について、休業日について日割りで支給す

る。
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労働政策審議会職業安定分科会雇用保険部会は、育児休業給付制度及び介護休業
給付制度の見直しについて平成１５年１２月１８日以来検討を行ってきたところで
あるが、今般、その結果を別紙のとおり取りまとめたので報告する。

平成１６年１月８日

労働政策審議会職業安定分科会
雇用保険部会
部会長 諏 訪 康 雄

職業安定分科会
分科会長 諏 訪 康 雄 殿
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労働政策審議会職業安定分科会雇用保険部会報告書

育児休業給付制度及び介護休業給付制度の見直しについて

１ 育児休業給付制度及び介護休業給付制度の見直しの必要性

○ 育児休業給付及び介護休業給付は、育児休業及び介護休業のように当該休業

が円滑に取得できなければ労働者の職業生活の円滑な継続が困難となってしま

うような性質を有する休業について、特に両休業が「育児休業、介護休業等育

児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律 （平成３年法律第 号。以」 76

下「育児・介護休業法」という ）において義務化されており、当該休業の取得。

について社会的コンセンサスが確立していることを踏まえ、これらの休業事由

が発生した一定の被保険者について、当該休業を取得しやすくし、その後の円

滑な職場復帰を援助、促進することを目的として創設されたものである。

○ 今般、労働政策審議会雇用均等分科会において、育児休業制度及び介護休業

制度について法的整備を求める報告が取りまとめられた。この報告では、育児

休業制度及び介護休業制度について、一定の期間雇用者についても育児休業及

び介護休業の対象とすること、特別の事情がある場合に育児休業の期間を延長

すること、介護休業を取得できる回数に関する制限を緩和すること等を行うこ

とが適当とされているが、これらの内容は、労働者の雇用の継続等を図り、も

って職業生活と家庭生活との両立に寄与するという育児・介護休業制度の趣旨

目的を変更することとなるものではない。

○ したがって、このような改正に伴い、新たに育児休業又は介護休業の対象と

なる場合について、育児休業給付及び介護休業給付によって育児休業及び介護

休業を取得しやすくし、その後の円滑な職場復帰を援助、促進する必要性もあ

るものと考えられる。

○ 一方、雇用保険制度は、当部会の昨年 月 日の報告書に基づき、当面す12 18

る財政破綻を回避するとともに、将来にわたり制度の安定的運営を確保するた

め、給付・負担の両面にわたる見直しを行い、本年５月１日から施行したとこ

ろであり、このような中で今般育児休業給付制度及び介護休業給付制度の改正

を行うに際しては 「雇用継続を援助・促進する」という、雇用保険制度の一環、

として制度化された制度本来の趣旨を十分踏まえるとともに、改正によっても

基本的に財政的に中立となるような配慮が必要である。

○ なお、同報告書記の３「今後の課題」で指摘したように、育児休業給付制度

及び介護休業給付制度については、雇用保険制度本来の役割との関係や、他の

関連諸施策の動向等も勘案しつつ、今後ともその在り方について検討していく

必要があるのは当然である。
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２ 育児休業給付制度及び介護休業給付制度の見直しの方向

育児休業給付制度及び介護休業給付制度については、以下のような見直しを行

うことが必要である。

( ) 育児休業給付の給付期間の延長1

育児・介護休業法の改正による育児休業期間の延長に合わせて、保育所に入

れない等特別の事情がある場合に限り、育児休業給付の給付期間を最大１歳半

まで延長する。

( ) 介護休業給付の受給回数の見直し2

育児・介護休業法の改正により介護休業を取得できる回数の制限が緩和され

ること（現行：一の対象家族ごとに一回 → 改正案：要介護状態ごとに一回）

に合わせて、介護休業給付の受給回数を見直す。

( ) 期間雇用者の適切な取扱い3

育児・介護休業法の改正により期間雇用者に休業の権利が付与されることと

なるが、これに対応し、そのような者のうち「雇用継続を援助・促進する」と

いう、雇用保険制度として制度化された制度本来の趣旨に適う者について給付

が行われるよう必要な措置を講ずる。

( ) 端数期間の処理の見直し4

制度創設当初より、事務処理上の都合から、最後の支給対象期間について、

その全日について休業を行っていなくとも日割り支給とせず、支給対象期間の

全体について育児休業給付又は介護休業給付を支給しているが 「育児休業又は、

介護休業に伴う賃金収入の全部又は一部の喪失」という保険事故に対する給付

であるという原点に立ち返ってこれを改め、休業日について日割りで支給する

こととする。
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「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に
関する法律等の一部を改正する法律」の概要（雇用保険法関係）

１．育児休業給付の給付期間の延長
育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉

に関する法律（以下「育児・介護休業法」という ）の改正によ。
る育児休業期間の延長にあわせて、休業することが雇用の継続の
ために特に必要と認められる場合には、育児休業給付の給付期間
を１歳６か月まで延長する。

２．介護休業給付の支給回数の制限の緩和
育児・介護休業法の改正による介護休業の取得回数制限の緩

和に合わせて、介護休業給付の支給回数の制限を緩和する。

３．育児休業給付及び介護休業給付の支給における端数期間の処
理の見直し
支給対象期間について、その全日について休業を行っていな

い場合には、育児休業給付及び介護休業給付を日割りで支給する
こととする。

４．施行期日
平成１７年４月１日（平成１６年１２月１日成立）



（単位：人、百万円）

 ①　初回受給者数  ②　支給金額

男 女 男 女

　　平成11年度 75,960 194 75,766 32,022 59 31,963 

　　　　12年度 85,144 219 84,925 37,229 72 37,156 

　　　　13年度 92,796 279 92,517 59,864 140 59,723 

　　　　14年度 98,462 298 98,164 70,795 166 70,629 

　　　　15年度 103,478 459 103,019 76,330 201 76,129 

平成16年４月 8,618 52 8,566 6,912 21 6,891 

　　　　５月 8,464 45 8,419 6,634 18 6,616 

　　　　６月 9,412 54 9,358 6,420 21 6,399 

　　　　７月 9,051 43 9,008 6,412 20 6,391 

　　　　８月 9,073 45 9,028 6,343 19 6,324 

　　　　９月 9,139 41 9,098 6,384 19 6,364 

　　　　10月 9,514 35 9,479 7,890 19 7,872 

　　　　11月 9,618 41 9,577 7,347 21 7,325 

育児休業給付の支給状況
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（単位：人、百万円）

 ①　受給者数  ②　支給金額

男 女 男 女

　　平成11年度 3,304 657 2,647 500 139 361 

　　　　12年度 3,907 752 3,155 630 169 461 

　　　　13年度 4,570 955 3,615 1,157 338 819 

　　　　14年度 4,488 963 3,525 1,158 339 819 

　　　　15年度 4,668 987 3,681 1,192 347 845 

平成16年４月 379 75 304 97 25 72 

　　　　５月 365 76 289 89 24 65 

　　　　６月 447 85 362 117 31 86 

　　　　７月 472 101 371 124 35 90 

　　　　８月 394 81 313 104 29 74 

　　　　９月 448 99 349 114 33 81 

　　　　10月 467 123 344 123 42 81 

　　　　11月 418 100 318 110 35 75 

介護休業給付の支給状況
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